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１．租税課金（１）概要 

 租税課金は,各税法（地方税法,道路法等）に基づき,設備投資計画をもとに算定して 

   います。 
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◆租税課金（東京地区等） 

申請原価※1  

Ａ 
現行原価※2  

Ｂ 
差引 

(Ａ-Ｂ) 
概要 

固定資産税 62 65 ▲3 

都市計画税 2 2 0 

道路占用料 149 142 7 
・千葉ｶﾞｽ・筑波学園ｶﾞｽ・美浦ｶﾞｽ3社
統合による増 
・導管総延長伸び分に伴う増 

水域河川敷等占用料 2  2 0 

事業税 39 35 5 ・事業税率＝1.3% 

その他※3 12 19 ▲7 

合 計 267 264 3 

（億円） 

※1 申請原価：平成29年度～平成31年度平均 
※2 現行原価：平成27年度下期～平成30年度上期平均 
※3 不動産取得税,印紙税,共同溝管理費,公共施設等負担金償却,その他租税課金 
注：四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。（以下同様） 



１．租税課金（２）固定資産税・都市計画税 
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 固定資産税・都市計画税は,設備投資計画等をもとに算定した課税標準額に,税率を乗じて
算定しています。 

H29 H30 H31 
H29～31

平均 
概要 

固定資産税 63 62 62 62 
・課税標準額は、土地・家屋・ 
償却資産別に算定。 
・税率は,直近実績を適用 

都市計画税 2 2 2 2  

合 計 65 64 64 64 

（億円） ◆固定資産税・都市計画税の年度別内訳（東京地区等） 



１．租税課金（２）固定資産税・都市計画税 
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（億円） ◆固定資産税・都市計画税の年度別内訳（群馬地区他） 

◆固定資産税・都市計画税の年度別内訳（四街道12A地区） （億円） 

H29 H30 H31 
H29～31

平均 
概要 

固定資産税 1 1 1 1 
・課税標準額は、土地・家屋・ 
償却資産別に算定。 
・税率は,直近実績を適用 

都市計画税 0.01 0.01 0.01 0.01  

合 計 1 1 1 1 

H29 H30 H31 
H29～31

平均 
概要 

固定資産税 0.2 0.2 0.2 0.2 
・課税標準額は、土地・家屋・ 
償却資産別に算定。 
・税率は,直近実績を適用 

都市計画税 0.003 0.003 0.003 0.003  

合 計 0.2 0.2 0.2 0.2 



１．租税課金（３）道路占用料・水域河川敷等占用料 

 道路占用料は,道路法に基づき,道路を継続して使用することへの対価として支払うものであり, 

    設備投資計画に基づく導管延長を反映して算定しています。 

 水域河川敷等占用料は,河川法と港湾法に基づき,水域・河川敷を使用することへの対価と 

  して支払うものであり,過去実績をもとに算定しています。 
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項目 H29 H30 H31 
H29～31

平均 
概要 

道路占用料 148 149 150 149 
平成27年度実績×設備投資計
画に基づく導管総延長の伸び率 

水域河川敷等 
占用料 

2 2 2 2 平成27年度実績をもとに算定 

合 計 150 151 152 151 

◆道路占用料・水域河川敷等占用料の年度別内訳（東京地区等） （億円） 



１．租税課金（３）道路占用料・水域河川敷等占用料 
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◆道路占用料・水域河川敷等占用料の年度別内訳（群馬地区他） （億円） 

◆道路占用料の年度別内訳（四街道12A地区） （億円） 

項目 H29 H30 H31 
H29～31 

平均 
概要 

道路占用料 0.5 0.5 0.5 0.5 
平成27年度実績×設備投資計
画に基づく導管総延長の伸び率 

水域河川敷等 
占用料 

0.004 0.004 0.004 0.004 平成27年度実績をもとに算定 

合 計 0.5 0.5 0.5 0.5 

項目 H29 H30 H31 
H29～31 

平均 
概要 

道路占用料 0.3 0.3 0.3 0.3 
平成27年度実績×設備投資計
画に基づく導管総延長の伸び率 

水域河川敷等 
占用料 

― ― ― ― 

合 計 0.3 0.3 0.3 0.3 



２．その他費等（１）概要 
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 その他費用は,過去実績等に基づき算定した結果,28億円となります。 

 控除項目は,託送原価より48億円の控除となります。 

 法人税等は,法人税法に基づき算定した結果,60億円となります。 

項目 
申請原価 
（Ａ） 

現行原価 
（Ｂ） 

差引 
(Ａ－Ｂ) 

賃貸料 
収益等 

▲48 ▲46  ▲2 

   （億円） ◆控除項目（東京地区等） ◆その他費用（東京地区等） 

項目 
申請原価※1  

Ａ 
現行原価※2  

Ｂ 
差引 

(Ａ-Ｂ) 

他受工事 
精算損 

27 25 2 

諸費※3  1 2 ▲1 

合 計 28 27 1 

  （億円） 

※1 申請原価：平成29年度～平成31年度平均 
※2 現行原価：平成27年度下期～平成30年度上期平均 
※3 社債発行費償却,コミットメント・ライン関係手数料, 
   シンジケートローン長期借入関係手数料 
注：四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。（以下同様） 

項目 
申請原価  

Ａ 
現行原価 

Ｂ 
差引 

(Ａ-Ｂ) 

法人税等 60 63 ▲3 

◆法人税等（東京地区等）   （億円） 



２．その他費等（２）その他費用・控除項目 
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項目 H29 H30 H31 
H29～H31

平均 
概要 

他受工事精算損 27 27 27 27 過去実績に基づき算定 

諸費 0.1 1 1 1 
社債発行の際に証券会社等へ支払う手
数料（満期償還の借換え） 

合 計 27 28 28 28  

  （億円） 

項目 H29 H30 H31 
H29～H31

平均 
概要 

賃貸料収益等 ▲48 ▲48 ▲48 ▲48 
土地・建物の賃貸料など 
（過去実績に基づき算定） 

◆その他費用の年度別内訳（東京地区等） 

◆控除項目の年度別内訳（東京地区等）   （億円） 



２．その他費等（２）その他費用・控除項目 
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項目 H29 H30 H31 
H29～H31

平均 
概要 

他受工事精算損 0.2 0.2 0.2 0.2 過去実績に基づき算定 

諸費 0.002 0.03 0.02 0.02 
社債発行の際に証券会社等へ支払う手
数料（満期償還の借換え） 

合 計 0.2 0.2 0.2 0.2  

  （億円） 

項目 H29 H30 H31 
H29～H31

平均 
概要 

賃貸料収益等 ▲4 ▲4 ▲4 ▲4 
土地・建物の賃貸料など 
（過去実績に基づき算定） 

◆その他費用の年度別内訳（群馬地区他） 

◆控除項目の年度別内訳（群馬地区他）   （億円） 



２．その他費等（２）その他費用・控除項目 
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項目 H29 H30 H31 
H29～H31

平均 
概要 

他受工事精算損 0.004 0.004 0.004 0.004 過去実績に基づき算定 

諸費 0 0.003 0.002 0.002 
社債発行の際に証券会社等へ支払う手
数料（満期償還の借換え） 

合 計 0.004 0.007 0.006 0.005  

  （億円） 

項目 H29 H30 H31 
H29～H31

平均 
概要 

賃貸料収益等 ▲0.08 ▲0.08 ▲0.08 ▲0.08 
土地・建物の賃貸料など 
（過去実績に基づき算定） 

◆その他費用の年度別内訳（四街道12A地区） 

◆控除項目の年度別内訳（四街道12A地区）   （億円） 



２．その他費等（３）法人税等 
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 法人税等は,発行済株式数および一株あたり配当金額をもとに算定しています。 

                                                  (百万株,億円) 

H29 H30 H31 
H29～31

平均 
概要 

発行済株式数 A 2,290 2,259 2,259 2,269 自己株式を除く 

1株あたり配当金額
(円) 

B 11 11 11 11 現行11円配当 

配当金 C=A×B 252 248 248 250 

配当所要利益 D=C÷（1ーE） 347 341 341 343 

税率(%) E 27.4 27.2 27.2 27.3 
H30,31は税率変更
を反映 

ガス事業全体に係る法人税等 95 93 93 93 

◆ガス事業全体に係る法人税等 

東京地区等 61 59 59 60 

群馬地区他 1 1 1 1 

四街道12A地区 0 0 0 0 

合 計 62 60 60 61 
レートベース比により 
算定 

◆一般ガス導管事業者に係る法人税等 


